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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
脊柱器具組立体において、
軸に結合された伸延器先端を有する中央伸延器であって、該伸延器先端が椎間板空間の伸
延状態を保つべく、その間に伸延高さを画成する上側及び下側伸延面を有する前記中央伸
延器と、
末端部分及び基端部分を有する案内スリーブハウジングであって、前記中央伸延器がその
中央に配置される作用通路を画成し、椎間板空間に対して作用可能な位置に配置可能な前
記案内スリーブハウジングと、
末端及び基端を有する案内スリーブであって、前記案内スリーブの前記末端が前記案内ス
リーブハウジングのチャンバ内に配置される凹状部分を有し、該案内スリーブの該末端が
前記案内スリーブハウジングと取り外し可能に係合可能である前記案内スリーブとを備え
る、脊柱器具組立体。
【請求項２】
前記中央伸延器が縮小した高さ形態から回転し、これにより前記上側及び下側伸延面が、
椎間板空間の椎骨端板から伸延形態まで離れるように方位決めされ、これにより、前記上
側及び下側伸延面が、椎間板空間の椎骨端板に向けて方位決めされるようにした、請求項
１の器具組立体。
【請求項３】
前記中央伸延器が、前記伸延形態にあるとき、前記案内スリーブハウジングと係合し、前
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記縮小した高さ形態にあるとき、前記案内スリーブハウジングと係合するようにした、請
求項２の器具組立体。
【請求項４】
前記案内スリーブハウジングが、ハウジング挿入体と取り外し可能に係合可能である、請
求項１の器具組立体。
【請求項５】
前記ハウジング挿入体及び前記案内スリーブハウジングが、前記中央伸延器の前記軸の基
端の上方に配置可能であり且つ、該基端に沿って動いて前記案内スリーブハウジングを前
記作用可能な位置に配置し得るようにした、請求項４の器具組立体。
【請求項６】
前記案内スリーブハウジングが、基端部分及び末端部分を有し、該基端部分がチャンバを
画成する内壁を有し、前記末端部分が前記チャンバと連通する貫通した作用通路ポートを
画成する、請求項１の器具組立体。
【請求項７】
前記内壁が溝を画成する、請求項６の器具組立体。
【請求項８】
前記中央伸延器が、作動可能な指状体を有するハウジング係合部分を備え、
前記中央伸延器が、縮小高さ形態を有し、これにより前記上側及び下側伸延面が、椎間板
空間の椎骨端板から離れるように方位決めされ、前記指状体が作動されないようにし、
前記中央伸延器が、伸延形態に回転可能であり、これにより前記上側及び下側伸延面が、
椎間板空間の椎骨端板に向けて方位決めされ、前記指状体が作動され且つ、前記溝内に受
け入れられ、これにより前記案内スリーブハウジングを前記中央伸延器に結合するように
した、請求項７の器具組立体。
【請求項９】
前記案内スリーブハウジングが、ハウジング挿入体に取り外し可能に係合可能であり、前
記ハウジング挿入体が、前記溝内に配置して全記ハウジング挿入体を前記案内スリーブハ
ウジングと係合させることができる作動可能な指状体を有する、請求項７の器具組立体。
【請求項１０】
前記ハウジング挿入体及び前記案内スリーブハウジングが、前記中央伸延器の前記軸の基
端の上方に配置可能であり且つ、該基端に沿って動いて前記案内スリーブハウジングを前
記作用可能な位置に配置し得るようにした、請求項９の器具組立体。
【請求項１１】
前記案内スリーブハウジングが前記作用可能な位置にあるとき、前記指状体が前記溝から
除去され、前記ハウジング挿入体を前記案内スリーブハウジングから非係合状態にする、
請求項９の器具組立体。
【請求項１２】
前記案内スリーブハウジングが前記作用可能な位置にあるとき、前記中央伸延器が椎間板
空間から及び前記案内スリーブハウジングから引抜くことができるようにした、請求項１
の器具組立体。
【請求項１３】
前記案内スリーブが、前記案内スリーブハウジングと係合したとき、該案内スリーブハウ
ジングから基端方向に伸びる第一の長さを有し、
前記案内スリーブハウジングが、手術箇所から基端方向に伸びる第二の長さを有し、
前記第一の長さと前記第二の長さとの比が約２：１以上である、請求項１の器具組立体。
【請求項１４】
前記比が約５：１から約１０：１の範囲にある、請求項１３の器具組立体。
【請求項１５】
椎間板空間への保護された通路を画成する案内スリーブ組立体において、
末端と基端との間を伸びる案内スリーブであって、第一の作用通路と、前記末端と基端と
の間を貫通して伸びる第二の作用通路とを画成する前記案内スリーブと、
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貫通して伸び且つ、前記案内スリーブの前記第一の作用通路及び前記第二の作用通路のそ
れぞれ一方と整合可能な第一の作用通路ポートと、第二の作用通路ポートとを有する案内
スリーブハウジングであって、前記案内スリーブの前記末端と取り外し可能に係合した前
記案内スリーブハウジングとを備え、
前記案内スリーブハウジングの基端部分が外壁を有し、
前記案内スリーブの前記末端が、前記案内スリーブハウジングの前記基端部分内に配置可
能な凹状部分を有し、
前記案内スリーブが、該凹状部分の基端側に外壁を有し、
前記案内スリーブハウジングの前記基端部分の前記外壁及び前記案内スリーブの前記基端
側の外壁が、前記案内スリーブが前記案内スリーブハウジングと係合したとき、整合され
る、椎間板空間への保護された通路を画成する案内スリーブ組立体。
【請求項１６】
前記第一の作用通路及び前記第二の作用通路が互いに連通している、請求項１５の案内ス
リーブ組立体。
【請求項１７】
前記案内スリーブハウジングの前記第一の作用通路ポート及び前記第二の作用通ポートが
、前記案内スリーブハウジングを通じて互いに連通している、請求項１５の案内スリーブ
組立体。
【請求項１８】
前記案内スリーブハウジングが、前記第一の作用通路ポートと前記第二の作用通路ポート
との間に中間壁を有する、請求項１５の案内スリーブ組立体。
【請求項１９】
前記案内スリーブハウジングが、前記第一の作用通路ポートと前記第二の作用通路ポート
との間の位置から末端方向に伸びる中央伸延フランジを有する、請求項１５の案内スリー
ブ組立体。
【請求項２０】
前記案内スリーブハウジングが、該案内スリーブハウジングの両横側部にて末端方向に伸
びる１対の側方フランジを有する、請求項１９の案内スリーブ組立体。
【請求項２１】
前記側方フランジの各々が、その上面と下面との間に非伸延高さを有する、請求項２０の
案内スリーブ組立体。
【請求項２２】
前記中央伸延フランジが、上側伸延面と、下側伸延面とを有し、該伸延面の各々が、該面
を亙って形成された歯を有する、請求項１９の案内スリーブ組立体。
【請求項２３】
前記案内スリーブハウジングが、該案内スリーブハウジングの両横側部にて末端方向に伸
びる１対の側方フランジを有する、請求項１５の案内スリーブ組立体。
【請求項２４】
前記側方フランジの各々が、その間に伸延高さを画成する上側及び下側伸延面を有する、
請求項２３の案内スリーブ組立体。
【請求項２５】
前記側方伸長部の各々の前記上側伸延面及び下側伸延面が、該面を亙って形成された歯を
有する、請求項２４の案内スリーブ組立体。
【請求項２６】
前記第一の作用通路ポート及び前記第二の作用通路ポートが、前記案内スリーブハウジン
グを通じて互いに連通している、請求項２３の案内スリーブ組立体。
【請求項２７】
前記案内スリーブハウジングが、椎骨体と係合するように末端方向に伸びるスパイクを有
する末端を備える、請求項１５の案内スリーブ組立体。
【請求項２８】
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前記案内スリーブハウジングが、脊柱軸線に対して直交する第一の幅を有する基端部分と
、脊柱の軸線に対して直交する第二の幅を有する前記末端部分とを備え、該第一の幅が該
第二の幅よりも広い、請求項１５の案内スリーブ組立体。
【請求項２９】
前記案内スリーブハウジングが、前記基端部分と前記末端部分との間にその周囲を伸びる
リップ部を画成する、請求項２８の案内スリーブ組立体。
【請求項３０】
前記第一の作用通路及び前記第二の作用通路の各々が、第一のスリーブ及び第二のスリー
ブのそれぞれ一方により形成される、請求項１５の案内スリーブ組立体。
【請求項３１】
前記案内スリーブが、その末端に指状体を有するアクチュエータを備え、該アクチュエー
タが、前記指状体が前記案内スリーブハウジングを前記案内スリーブと係合させる第一の
位置と、前記案内スリーブハウジングが前記案内スリーブから非係合状態とされる第二の
位置との間にて回転可能である、請求項１５の案内スリーブ組立体。
【請求項３２】
前記案内スリーブハウジングの基端部分が、溝を画成する内壁を有し、前記指状体が、該
溝内に配置可能であり、前記案内スリーブハウジングを前記案内スリーブと係合させるこ
とができるようにした、請求項３１の案内スリーブ組立体。
【請求項３３】
前記案内スリーブが、該案内スリーブの前記末端と前記基端との間を伸びるアクチュエー
タハウジングを備え、前記アクチュエータが、前記指状体が前記末端にあり且つ、ハンド
ルが前記基端にある状態で前記アクチュエータハウジング内に回転可能に受け入れられる
、請求項３１の案内スリーブ組立体。
【請求項３４】
前記アクチュエータが、前記基端と前記末端との間にて前記案内スリーブに沿って形成さ
れた樋状体内に引っ込められる、請求項３１の案内スリーブ組立体。
【請求項３５】
椎間板空間への保護された通路を画成する案内スリーブ組立体において、
末端と基端との間を伸びる案内スリーブであって、前記末端と前記基端との間を貫通して
伸びる第一の作用通路及び第二の作用通路を画成する前記案内スリーブと、
貫通して伸び且つ、前記案内スリーブの前記第一の作用通路及び前記第二の作用通路のそ
れぞれ一方と整合可能な第一の作用通路ポートと、第二の作用通路ポートとを有する案内
スリーブハウジングとを備え、
前記案内スリーブの前記末端が前記案内スリーブハウジングのチャンバ内に配置される凹
状部分を有し、
前記案内スリーブハウジングが、前記案内スリーブの前記末端に取り外し可能に係合し、
前記案内スリーブが、該案内スリーブから末端方向に且つ、前記案内スリーブハウジング
を通って伸びる中央伸延器を備える、案内スリーブ組立体。
【請求項３６】
前記案内スリーブハウジングが、該案内スリーブハウジングの両横側部にて末端方向に伸
びる１対の側方フランジを有する、請求項３５の案内スリーブ組立体。
【請求項３７】
前記側方フランジの各々が、その間に伸延高さを画成する上側及び下側伸延面を有する、
請求項３６の案内スリーブ組立体。
【請求項３８】
前記側方伸長部の各々の前記上側伸延面及び下側伸延面が、該面を亙って形成された歯を
有する、請求項３７の案内スリーブ組立体。
【請求項３９】
前記案内スリーブハウジングが、椎骨体と係合するように末端方向に伸びるスパイクを有
する末端を備える、請求項３５の案内スリーブ組立体。
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【請求項４０】
前記案内スリーブハウジングが、脊柱軸線に対して直交する第一の幅を有する基端部分と
、脊柱の軸線に対して直交する第二の幅を有する前記末端部分とを備え、該第一の幅が該
第二の幅よりも広い、請求項３５の案内スリーブ組立体。
【請求項４１】
前記案内スリーブハウジングが、前記基端部分と前記末端部分との間にその周囲を伸びる
リップ部を画成する、請求項４０の案内スリーブ組立体。
【請求項４２】
前記第一の作用通路及び前記第二の作用通路の各々が、第一のスリーブ及び第二のスリー
ブのそれぞれ一方により形成される、請求項３５の案内スリーブ組立体。
【請求項４３】
前記案内スリーブハウジングが、該案内スリーブハウジングの両横側部にて末端方向に伸
びる１対の側方フランジを有する、請求項３５の案内スリーブ組立体。
【請求項４４】
前記側方フランジの各々が、その上面と下面との間に非伸延高さを有する、請求項４３の
案内スリーブ組立体。
【請求項４５】
前記中央伸延部材が、上側伸延面と、下側伸延面とを有し、該伸延面の各々が、該面を亙
って形成された歯を有する、請求項３５の案内スリーブ組立体。
【請求項４６】
前記案内スリーブが、前記案内スリーブハウジングと係合したとき、該案内スリーブハウ
ジングから基端方向に伸びる第一の長さを有し、
前記案内スリーブハウジングは、手術箇所から基端方向に伸びる第二の長さを有し、
前記第一の長さと前記第二の長さとの比が約２：１以上である、請求項４５の器具組立体
。
【請求項４７】
前記比が約５：１から約１０：１の範囲にある、請求項４６の器具組立体。
【発明の詳細な説明】
【発明の背景】
【０００１】
　本発明は、全体として、脊柱を安定化させる外科手術方法、より具体的には、脊柱イン
プラントを隣接する椎骨間の椎間板空間内に挿入し得るようにされた器具に関する。より
具体的には、本発明の側面はその他の用途を有するものの、本発明は、椎間板空間を準備
し且つ、全体として前方脊柱アプローチ法を介して椎間板空間内にインプラントを挿入す
るのに特に適している。
【０００２】
　融合装置を椎間板空間内に植え込むため各種の外科手術法が発明されている。椎骨体間
融合のため前方及び後方外科手術アプローチ法の双方が使用されている。１９５６年、ラ
ルフ・クロワード（Ｒａｌｐｈ　Ｃｌｏｗａｒｄ）は、頚椎を前方から脊柱椎骨体間で融
合させるための方法及び器具を開発した。クロワードは、椎間板材料を外科的に除去し且
つ、大きい足板及び二股部を有する管状のドリルガイドを整合ロッド上に配置し、その後
に、二股部を隣接する椎骨内に植え込むものであった。ドリルガイドは、椎骨の整合状態
を保つ作用を果たし且つ、椎間板空間に隣接する骨材料の拡孔を容易にした。この拡孔過
程は、骨のダボインプラントを受け入れる穴を形成した。その後、拡孔過程後、ドリルガ
イドを除去し、拡孔した穴及びドリルガイドの内径よりも著しく大きい外径を有する骨ダ
ボが通り得るようにした。ドリルガイドを除去した後、ダボの挿入段階は、完全に保護さ
れない状態のままであった。
【０００３】
　より最近の技術は、この着想を発展させ且つ、椎間板空間を準備し、また、ダボを挿入
する間、傷付き易い組織を更に保護することを可能にした。かかる技術は、腰椎に対する
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前方アプローチ法にて使用されてきた。１つの方策において、椎間板空間内の空間を評価
するため、単一側方テンプレートが提供される。インプラントを双側方から配置するため
、テンプレート装置の全体を回転させ且つ、それ以前の位置から約１８０°まで視覚的に
整合させなければならない。このため、装置を正確な位置まで回転させるとき、施術者が
間違いをする可能性がある。更に、テンプレートを貫通して伸びる切削器具の適正な整合
を保証するための指針は殆ど無い。
【０００４】
　かかる整合を可能にする１つの方策は、穿孔器のような、カニューレ付きの切削器具を
通って伸びるガイドワイヤーを使用することである。しかし、中空の切削ヘッド部を有す
る器具の場合、中空の切削ヘッド部の内壁とガイドワイヤーとの間には、典型的に何ら係
合状態は存在しない。このため、ガイドワイヤーは、組織内に伸びる部分と器具のカニュ
ーレへのガイドワイヤー入口との間で曲る可能性がある。その結果、中空の切削ヘッド部
は、ガイドワイヤーとの実質的に整合状態を保たず、その結果、開口部の形成が不適切と
なる。このため、切削器具に対する改良された案内機構が依然として、必要とされている
。
【０００５】
　椎間板空間に最初の又は複数の開口部が形成されたならば、椎間板空間の高さは、通常
、正常な高さに近似するように伸延させる。典型的に、ＣＴ又はＭＲＩ検査によって推定
された高さを有する第一の伸延器を挿入する。追加的な伸延が必要とされるならば、第一
の伸延器を除去し、第二のより大形の伸延器を挿入する。しかし、伸延器の位置決めは、
通常、保護案内スリーブの有利な効果を伴わずに行われるから、伸延器を交換するとき、
神経血管構造体を損傷させる可能性が増し、また、外科手術時間が長くなる可能性がある
。
【０００６】
　双側方アプローチ法の場合、中央伸長部が伸延状態を保つため椎間板空間内に伸びる状
態にて、それ以前に配置された１対の伸延器上に二重バレルスリーブを挿入することがで
きる。案内スリーブを配置するときの１つの制約は、案内スリーブを椎間板空間に対して
配置するため実現しなければならない神経血管の引込め量である。一部の患者の場合、ス
リーブ組立体を受け入れる空間が不十分であるから、二重バレルスリーブを使用すること
ができない。更に、スリーブ組立体の末端は、椎骨面に係合し得るような形態とすること
ができるが、材料を椎間板空間から除去したならば、隣接する神経血管構造体が椎間板空
間内の作用通路に侵入し、その結果、器具との接触に起因してこれらの構造体が損傷する
可能性がある。案内スリーブにおける観察窓は、手順ステップを一層良く視覚化し且つ、
工具を挿入する前に、作用通路が妨害されないことを確認するのを助けるが、窓自体が、
組織が作用通路内の器具と接触することを許容する。このため、適切に配置するため神経
血管を引込める程度を少なくし且つ、隣接する組織に対する一層の保護効果を提供する案
内スリーブが依然として必要とされている。
【０００７】
　上述した技術は、１つの進歩ではあるが、依然として、器具及び方法を改良することが
必要とされている。本発明は、この必要性を対象とするものであり、この必要性を実現す
るためのより効果的な方法及び器具を提供するものである。
【発明の概要】
【０００８】
　本発明は、椎骨体間融合のための方法及び器具に関する。本発明は、第一及び第二の作
用通路を有する案内スリーブを提供する。該案内スリーブは、椎間板空間に対する作用可
能な位置に配置された案内スリーブハウジングに取り外し可能に係合できる。案内スリー
ブは、案内スリーブハウジングが椎間板空間の伸延状態を維持する間に、外科医の視覚を
向上させ得るように除去することができる。
【０００９】
　本発明によるスリーブ組立体には、外科手術に必要とされる周囲の血管及び神経構造体
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の引込め量を制限し得るよう末端に隣接する縮小幅部分を設けることができる。本発明の
１つの側面によれば、第一の高さを有する中央伸延フランジと、第一の高さよりも低い第
二の高さを有する対向した対の側方フランジとを有するスリーブ組立体が提供される。側
方フランジは、椎間板空間内の作用領域内への組織の侵入に対し保護効果を提供する。案
内スリーブの末端に取り外し可能に取り付けられた案内スリーブには、側方フランジが設
けられる。中央伸延フランジは、案内スリーブハウジングの一部として又は案内スリーブ
の一部として設けることができる。案内スリーブ及び案内スリーブハウジングの何れにも
、中央伸延フランジを設けないようにすることも更に考えられる。案内スリーブが案内ス
リーブハウジングから除去された状態で、椎間板空間の作用通路に対する外科医の視覚は
向上する。
【００１０】
　別の側面において、案内スリーブは、第一及び第二の作用通路を有しており、また、そ
の末端にて案内スリーブハウジングに取り外し可能に取り付けられている。第一及び第二
の作用通路は、中央壁によって隔離することができ、又は、縮小した輪郭外形の形態を提
供し得るよう互いに連通するようにする。
【００１１】
　本発明によるスリーブ組立体には、外科手術に必要とされる周囲の管脈及び神経構造の
引込め量を制限し得るように、末端に隣接して縮小幅部分を設けることができる。本発明
の１つの側面によれば、第一の高さを有する中央伸延フランジと、第一の高さよりも低い
第二の高さを有する対向した１対の側方フランジとを有するスリーブ組立体が提供される
。側方フランジは、椎間板空間内の作用領域への組織の侵入に対する保護効果を提供する
。側方フランジは、案内スリーブの末端に取り外し可能に取り付けられた案内スリーブハ
ウジング上に設けられている。中央伸延フランジは、案内スリーブハウジングの一部とし
て又は案内スリーブの一部として設けることができる。案内スリーブ及び案内スリーブハ
ウジングの何れにも中央伸延フランジが設けられないようにすることが更に考えられる。
案内スリーブを案内スリーブハウジングから取り外した状態にて、椎間板空間内の作用空
間に対する外科医の視覚がより向上する。
【００１２】
　別の側面において、案内スリーブは、第一及び第二の作用通路を有しており、また、そ
の末端にて案内スリーブハウジングに取り外し可能に取り付けられる。第一及び第二の作
用通路は、中央壁によって隔離され又は互いに連通しており、縮小した輪郭外形の形態を
提供する。
【００１３】
　本発明の更なる側面において、案内スリーブハウジングは、ハウジング挿入体に取り外
し可能に取り付けられる。案内スリーブハウジング及びハウジング挿入体は、椎間板空間
内に配置された中央伸延器に沿って可動であるように取り付けられる。案内スリーブハウ
ジングは、伸延器に沿って前進させ、案内スリーブハウジングの少なくとも側方フランジ
を椎間板空間内に挿入する。次に、ハウジング挿入体を案内スリーブハウジングから分離
させ且つ、取り外す。次に、中央伸延器を取り外し、案内スリーブハウジングが椎間板空
間内に残るようにする。次に、案内スリーブを案内スリーブハウジングに取り付け、案内
スリーブ及び案内スリーブハウジングを通じて椎間板空間内で外科手術を行う。案内スリ
ーブを案内スリーブハウジングから除去して、椎間板空間内の手術箇所に対する外科医の
視覚を向上させる。１つの形態において、中央伸延器は、縮小した高さの挿入及び除去の
形態から増大した高さの伸延形態まで回転させる。
【００１４】
　本発明の関連する側面、実施の形態、形態、特徴、目的及び有利な効果は以下の図面に
関する簡単な説明から明らかになるであろう。
【好ましい実施の形態の説明】
【００１５】
　本発明の原理の理解の促進を図るため、次に、図示した特定の実施の形態に関して説明
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し、その説明のため特定の用語を使用する。しかし、これにより本発明の範囲を限定する
ことを何ら意図するものではなく、本発明が関係する技術分野の当業者に通常案内される
であろう、本明細書に記載した本発明の原理の変形例、変更例及び更なる改変例、並びに
本発明の原理の更なる適用を本発明に含めることを意図するものであることが理解されよ
う。
【００１６】
　本発明は、椎骨体間融合を行う方法及び器具に関する。具体的には、本発明の側面は、
単独にて又は組み合わせてその他の用途を有するが、本明細書に開示された器具及び方法
は、特に、前方腰椎の椎骨体間融合に有用である。１９９８年４月９日付けで出願された
仮特許出願第６０／０８１，２０６号は、参考として引用し本明細書に含めてある。
【００１７】
　次に、図１（ａ）から図（ｆ）を参照すると、椎骨体間融合にて使用される外科手術間
テンプレート１０が図示されている。手術間テンプレート１０は、中央定着ピン１２と、
２つの補助的固着ピン１４、１６とを有している。これらのピンは、椎骨体又は椎骨体空
間に隣接するその他の組織内に打込んで、手術間テンプレート１０を適正な位置に定着し
得るようにされている。テンプレート１０は、ハンドル２２と相互に接続された外側軸１
８と、外側軸１８内に配置された内側軸２０とを有している。内側軸２０は、ピン１２を
包み込むように伸びている。外側軸１８は、内側軸２０に対して回転可能である。内側軸
２０及び外側軸１８にそれぞれ接続された案内部材２４、２６がテンプレート１０の末端
に隣接する位置に配置されている。好ましくは、案内部材２４、２６は、開口を有する実
質的に円形の板であるようにする。案内部材２４、２６は、穿孔工具を貫通するように受
け入れ得るようにされた開口部２８、３０をそれぞれ画成する。穿孔器案内部３４、３６
は、外側軸１８に沿って配置されており、また、軸線３１に沿って整合し且つ、穿孔工具
の軸を受け入れ得る寸法とされた開口部４０、４２を有している。１つの代替的な実施の
形態において、内側軸２０を案内部材２６に接続し、また、外側軸１８を案内部材２４に
接続することも考えられる。
【００１８】
　図１ａに示したように、単一側方テンプレートの導入及び案内を行うための第一の縮小
寸法の形態において、案内部材２４、２６は、軸線３１に沿って軸方向に整合され、開口
部２８、３０は、それぞれ同様に整合している。この縮小寸法の形態において、膨張可能
なテンプレートは、比較的小さい開口部を通じて体内に挿入し、また、テンプレートは、
単一側方テンプレートの導入及び穿孔器の案内のために使用することができる。この位置
において、穿孔器は、案内部３４、３６及び案内部材２４、２６を通じて案内し、その下
方の組織と係合させることができる。更に、図３ａを参照すると、本発明による穿孔器は
、案内部３４、３６に密着嵌めするようにその軸の大部分に沿って均一な直径を有するこ
とができる。案内部３４、３６内に密着嵌めすることは、穿孔器軸の回転を許容しつつ、
軸方向整合状態を保つことになる。このように、軸が実質的に均一な直径を有するならば
、単一のテンプレート１０は多岐に亙る寸法の穿孔器ヘッド部の直径と共に使用すること
ができる。
【００１９】
　次に、図１ａを参照すると、ハンドル２２は、外管１８に接続され且つ、矢印３２の方
向に向けて双側方テンプレートの導入及び案内位置まで回転させることができる。この動
作は、外側軸１８を内側軸２０に対して回転させる。案内部材２６、案内部３４及び案内
部３６は、外側軸１８に接続され、このため、ハンドル２２を動かしたときに回転する。
これに反して、第一の案内部材２４は、内側軸２０と相互に接続され、ハンドル２２を回
したとき、静止したままである。図２ａに示すように、ハンドル２２は、約１８０°回転
させ、第二のテンプレート２６を第一のテンプレート２４から約１８０°の位置に整合さ
せ、これによりテンプレートをその双側方穿孔位置に膨張させる。このように、穿孔法は
、軸線３３に沿って案内部３４、３６及び第二の部材２６を通じて行ない椎間板空間に開
口部を切削することができる。軸線３３は、挿入すべきインプラント間の中間点の間隔の
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距離を表す距離「Ｄ」だけ軸線３１から隔てられている。図２ａ及び図２ｂには、互いに
対し１８０°回転させた第一及び第二のテンプレートが示してある。図２ｂは、双側方テ
ンプレートの導入及び案内形態の頂面図を示す。この膨張した形態において、案内部材２
４、２６の外縁部は、特定の形態及び寸法を有するインプラント及び器具を配置するのに
必要な全面積を画成する。１つの好ましい実施の形態において、直径１６ｍｍ、１８ｍｍ
又は２０ｍｍの円筒状インプラントを使用することができるが、その他の直径及び非限定
的に、四角形及び矩形のようなその他の形状も使用することも考えられる。
【００２０】
　案内部材２４に形成された溝３９及び案内部材２６に形成され且つ、溝３９内に伸びる
突起３７が図２ｂに破線で示してある。溝３９と突起３７との係合は、整列状態を保ち且
つ、回転を１８０°に制限することが理解されよう。このように、テンプレート１０は、
縮小寸法の形態と膨張した形態との間を動かすことができるが、溝及び突起の係合は、更
なる動きを制限し、また、１８０°の回転を確実に表示し、これにより、第一の位置に対
し視覚的に整合させることを不要にすることができる。
【００２１】
　次に、図３ａを参照すると、本発明による膨張可能なテンプレートの更なる実施の形態
が示されている。テンプレート６００は、それ以前に上記に開示したテンプレート１０と
実質的に同一であるが、テンプレート６００は、係止機構６１３を有する点を除く。膨張
可能なテンプレート６００は、外側軸６２２に接続されたハンドル６２６を有している。
以前の実施の形態におけるように、テンプレート６００は、内側軸６２４に接続された第
一の案内部材と、外側軸６２２に接続された第二の案内部材６０６とを有している。第一
の案内部材６０８は、スパイク６１２を有し、また、内側軸６２４は、中央スパイク６１
０を形成するように伸びている。外側軸は案内部６０２及び６０４を有している。図３ａ
に示すように、穿孔器６０１は、案内部６０２、６０４及び案内部材６０６を通じて配置
することができる。切削ヘッド部６０５は、切削歯６１１と、一連の表示標識６０７と、
中空内部の中身を見るための窓６０９とを有している。好ましくは、穿孔器６０１は、ハ
ンドルから切削ヘッド部まで伸びる中央カニューレ６０３を有するものとする。
【００２２】
　回転を防止するため、内側軸と外側軸との間に係止機構６１３が配置されている。図３
ｂを参照すると、係止アーム６１４は、枢着ピン６２０により内側軸６２４に枢動可能に
取り付けられている。係止アームは、外側軸のスロット６１６及び内側軸のスロット６１
８を通って伸びるように枢動させることができる。係止アームがスロット内に配置された
とき、内側軸及び外側軸は回転するのが防止されることが理解されよう。第一の係止位置
において、軸は、縮小寸法の形態にて図１ａに示すように整合されている。第二の係止位
置において、軸は、図３ａに示すように、膨張した双側方テンプレート装着形態にて整列
されている。本発明の膨張可能、回転可能なテンプレートは、一定の関係の二重穿孔器開
口部のテンプレートにて許容されるであろうよりも小さい開口部を通じて装置を挿入する
ことを許容することが理解されよう。更に、膨張可能なテンプレートは、単一側方位置又
は双側方位置の何れかに係止することができる。双側方位置にて係止係合することは、特
に、外科医が視覚により整合させることで装置を再位置決めしなければならない場合、単
一側方テンプレートにて容易に実現できないであろう一定の確実さにて正確に双側方に配
置することを保証する。その後、装置は、器具を除去せずに、双側方開口部を形成するた
め、穿孔器を案内するのに適した膨張した形態に回転させることができる。
【００２３】
　使用時、脊柱の前方部分へのアクセスは既知の方法によって実現される。血管、特に、
大動脈、大静脈及びその支管は、動かして、インプラントを双側方から配置するための空
間を提供する。テンプレートが図１ａの縮小寸法の形態にあるとき、テンプレートを身体
内に挿入し、ピンが脊椎間板空間隣接する位置に配置される迄、前進させる。テンプレー
トの案内部材の円周は、１対のインプラントを双側方から配置するのに必要とされる円周
となるように選ばれる。より具体的には、図２ｂの案内部材の面積は、本明細書に開示さ
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れた二重バレル案内スリーブを配置するために必要な面積に正確に近似する。例えば、図
１１を参照。中央ピン１２は、インプラントの所望の位置の間の中央に配置される。単一
横方向又は膨張した双側方の何れかの状態において、テンプレートは、インプラント及び
器具を配置するために利用可能な空間を測定し得るように椎間板空間に隣接する位置に配
置されている。空間が過小であると思われるならば、空間を評価するためより小型のテン
プレートを挿入することができる。双側方状態において、テンプレートは、インプラント
及び器具を配置するのに必要とされる面積に近似する。テンプレート領域内に配置された
血管は、領域外に動かす必要があり、又は、代替的なインプラントの寸法又はアプローチ
法を利用することができる。更に、テンプレートを配置した領域内で現れる骨増殖体は、
案内スリーブと係合するように準備すべく除去することができる。領域をきれいにしたな
らば、ピンを椎間板空間及び（又は）隣接する椎骨の組織内に挿入し、テンプレートを固
着し、これにより、後続のステップの間、その位置を保つ。図３ａに示すように、穿孔器
を案内部に且つ、案内部材を通じて挿入する。穿孔器は、椎間板空間内に切削可能に前進
させ、開口部を形成する。次に、穿孔器は、テンプレートから少なくとも部分的に除去し
、第一及び第二の案内部材の間で動くことを許容する。係止機構が使用されるならば、係
止アームは、非係止位置まで動かし、ハンドルを回して、上側案内部材を膨張した双側方
テンプレート導入位置まで回転させる。穿孔器を上側案内部材に再挿入し且つ前進させ、
第一の開口部と整合され且つ、第一の開口部から距離Ｄだけ変位された第二の開口部を形
成する。このように、テンプレートは、膨張可能で且つ、折畳み可能なテンプレートを通
じて制御された双側方開口部を形成することを許容する。テンプレートは、穿孔作業の終
了後、その縮小寸法の形態に折畳み且つ、引き出すことができる。
【００２４】
　次に、図４ａ及び図４ｂを参照すると、本発明による更なる案内装置が図示されている
。案内部材４５０は、その長さの大部分に亙って実質的に均一な直径を有する細長い軸４
３０を有している。軸４３０は、中空の切削ヘッド部を有する切削器具を案内し得るよう
にされた末端部分を有している。軸４３０の末端部分は、組織、特に、椎間板空間内に配
置された組織に貫入し得るようにされた鋭角な先端４３４を有する末端４３２を備えてい
る。末端４３２は、椎間板空間内に配置された軸４３０の伸長程度を表示する標識４４４
を含む。案内部材は、ステンレス鋼で形成されることが好ましいが、その他の生体適合性
材料を使用することが考えられる。具体的には、軸４３０は、放射線半透過性材料で形成
し、標識４４４は放射線不透過性とすることができる。軸の直径よりも実質的に大きい直
径を有する拡大部分４３６が末端４３２に隣接している。拡大部分４３６は、案内部材４
５０が組織内に更に前進するのを防止し且つ、切削工具の切削動作を案内し得るようにさ
れている。拡大部分４３６は、軸４３０の長手方向軸線に対し実質的に垂直な平坦面４４
２を有することが好ましい。実質的に球状面４４０が平坦面４４２に隣接して配置されて
いる。その後には、切削ヘッド部を拡大端部４３６の上で整合させ得るようにされたテー
パー付きの円錐形面４３８が続く。開口部４２８を画成する切削ヘッド部４２６の内面は
、球状面４４０とテーパー付き面４３８との間の遷移線４４８に係合することが理解され
よう。遷移線４４８の直径は、切削ヘッド部４２６の内径に実質的に適合し、整合状態を
保つ密着嵌めを提供する。
【００２５】
　使用時、末端４３２が対象とする組織、好ましくは、椎間板組織内に完全に挿入された
状態で案内部材４５０を体内に挿入するが、その他の方法で使用することも考えられる。
切削工具４２０は、軸４２２が通路４２７を貫通して伸びる軸４３０と実質的に整合する
状態で案内部材４５０の上方を進める。穿孔器が図示されているが、非限定的に、リーマ
及び非回転切削工具のようなその他の切削工具を本発明による案内部材と共に使用するこ
とができる。切削歯４２５を拡大部分４３６に隣接して配置し且つ、切削歯が拡大部分を
取り巻く迄、前進させる。切削歯が拡大部分４３６に対して変位されているならば、歯は
、円錐形面４３８の一部分と係合し、これにより、整合するように付勢されることが理解
されよう。拡大部分４３６は、チャンバ４２８内に受け入れられ、また、切削歯４２５は
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、円錐形面４２８が円錐形内面４２９と当接して更なる前進を防止する迄、末端部分４３
２に沿って前進させる。切削した組織を末端部分４３２が刺し貫く状態で組立体を引き出
すことができる。案内部材を切削ヘッド部に対し前進させ、拡大部分が組織を中空内部か
ら押し出すようにすることで組織をチャンバ４２８から除去することができる。このこと
は、骨移植片を引抜くため、切削工具を使用する場合、特に有用である。切削歯の貫入深
さは、拡大部分の位置によって調節することができる。更に、単一の拡大部分のみが示さ
れているが、案内部材の深さ及び工具の切削深さを更に調節するため、１つ以上の拡大部
分を軸に配置することができる。
【００２６】
　次に、図５ａから図５ｃを参照すると、本発明の１つの側面による椎間板空間の伸延器
５０が図示されている。伸延器５０は、Ｔ字形ハンドル（図示せず）の上で従来のハドソ
ン接続具と係合し得るように拡大端部の形態とされた基端５３を有している。軸５４は伸
延器先端５６と接続される。一体の軸及びヘッド部が図示されているが、ヘッド部５６は
、軸５４に取り外し可能に取り付けることができる。かかる取り外し可能な取り付けは、
その開示内容を参考として引用し本明細書に含めた、仮特許出願第６０／０８１，２０６
号により詳細に開示されている。伸延器先端５６は、第二の作用伸延高さ７０（図５ｃ参
照）よりも低い第一の作用伸延高さ７２（図５ｂ参照）を確立し得るよう椎間板空間内に
挿入可能な設計とされている。より具体的には、伸延器先端５６は、対向する傾斜面５８
、５９まで伸びる丸味を付けた前縁部６２を有しており、該傾斜面は、より基端方向に伸
びて交り合って、実質的に平坦な対向する面６０、６１となる。平坦面６０、６１は、伸
延器の長手方向軸線に沿って平行に整合した状態で伸びて、高さ７２を確立する。傾斜面
５８、５９は、協働して椎間板空間内への挿入を容易にし且つ、椎間板空間を最初に少な
くとも高さ７２まで伸延させることが理解されよう。第一の高さ７２が十分であるならば
、当該技術分野にて既知の更なる方法を行ってインプラントの挿入を実現することができ
る。これと代替的に、丸味を付けた前縁部６２は、伸延器を挿入して、第二の伸延高さ７
０を直接、実現することを許容する。
【００２７】
　１つの代替的な側面において、第一の高さ７２が不十分であるならば、ヘッド部５６を
４分の１回転、すなわち９０°回転させ、図５ｃに示した位置となるようにすることがで
きる。丸味を付けた面６４、６６は骨と係合して該骨を付勢して分離させ且つ、第二のよ
り高い伸延高さ７０にする。本発明に開示されたように、伸延器先端を利用することは、
単一の器具を使用し且つ、器具を椎間板空間から除去せずに椎間板空間を２つの高さに伸
延させることを許容することが理解されよう。このことは、単一の器具にて外科医に対し
多数の有効な伸延高さを提供するという有利な効果をもたらす。このように、外科医は最
初に、椎間板空間が第一の量の伸延を必要とすると考えるであろう。伸延器を挿入した後
、外科医は、更なる伸延が必要であることが分かる。この状況において、本発明による伸
延器は、器具を引抜かずに更に伸延させることを許容する。更に、伸延器ヘッド部５６は
、単一の工具にて２つの作用伸延高さを提供することにより、外科医が外科手術を行うた
めに利用することを要する器具の数を制限する。具体的には、非限定的に、伸延ヘッド部
は、６ｍｍから１２ｍｍの範囲の第一の高さ７２及び７ｍｍから１３ｍｍの第二の高さを
備えるように形成することができる。好ましくは、高さ７０、７２は２ｍｍの増分量だけ
変化させる。より好ましくは、高さ７２は８ｍｍであり、高さ７０は１０ｍｍである。別
の形態において、高さ７２は１０ｍｍ、高さ７０は１２ｍｍである。正常な脊柱における
、椎間板の高さに近似する多数の作用伸延高さを提供するその他の変形例が利用可能であ
る。
【００２８】
　次に、図６を参照すると、第二のスリーブ１４２に接続された第一のスリーブ１４０を
有する二重バレル案内スリーブ組立体１００が図示されている。スリーブ１４０、１４２
の各々が基端１０２から末端１０４まで実質的に妨害されない仕方で伸びる作用通路１３
０、１３２を画成する。組立体１００は、取り外し工具が係合し得るようにされた、スリ



(12) JP 4301944 B2 2009.7.22

10

20

30

40

50

ーブ１４２、１４０にそれぞれ形成された上側窓部１０６、１０８を有している。スリー
ブは、また、下側の細長い観察窓１１０、１１２も有している。
【００２９】
　末端１０４に隣接して、管１４０、１４２の各々の外縁部に沿った材料の厚さを薄くし
、スリーブ組立体に対しより小さい断面積及び組立体の長手方向軸線に対し直交して伸び
る縮小幅を提供するようにする。縮小断面積及び狭い幅は、縮小しないならば必要とされ
るであろう椎間板空間に隣接する血管の引込め量を少なくする。側壁１１４は、末端領域
１０４内での装置の減少した厚さの１つの例として示されている。
【００３０】
　末端１０４は、２つの椎骨体の間に伸延高さＨ１を実現し又は維持するため椎間板空間
内に挿入することのできる中央伸延フランジ１１６を有している。側方フランジ１１８、
１２０は、また、椎間板空間内に又は椎間板空間に隣接する位置まで部分的に伸びている
。しかし、１つの好ましい実施の形態において、側方フランジ１１８、１２０は、高さＨ
１よりも低い高さＨ２を有している。このため、これらのフランジは、椎間板空間を伸延
させず、主として、周囲の血管及び神経構造を外科手術中の損傷から保護するために提供
される。これは、好ましい実施の形態における側方フランジの機能であるが、これらのフ
ランジは、中央フランジ１１６と共に、椎間板空間内で伸延させ得るような寸法としても
よい。更に、末端１０４は、スパイク１２２、１２４、１２６及び図１０の図面に図示し
ない第４のスパイクを有している。これらのスパイクは、隣接する椎骨体の骨内に付勢し
て、二重バレルの案内スリーブ１００を椎骨体に対する一定の位置に保持することができ
る。窓部１１０、１１２は、器具を案内スリーブ１００から完全に取り外さずに、医療ス
タッフに対し器具を視覚化する機会、及び椎間板空間及び椎骨体の開口部視覚化する機会
を提供する。
【００３１】
　図７をより特定的に参照すると、本発明の追加的な側面を更に示すため、二重バレル案
内スリーブ１００の正面図が示されている。椎骨係合端部１０４の反対側にて、案内スリ
ーブは、スリーブの１つの直径の約２倍である幅Ｗ１を有している。スリーブの椎骨係合
端部１０４に隣接して、スリーブの外側部分の各々は、外壁１１４、１１３に薄い肉厚を
有している。壁は、完全に平担ではなく、実質的に大きい曲率半径を有し（図１１参照）
、実質的に平坦な壁の外観を与えるが、より大きい面積に亙って肉厚を薄くし且つ、側壁
１１３、１１４の終端における全肉厚までテーパーが付けられている。各管の側方部分に
おける薄い肉厚は、装置の全体的な幅を幅Ｗ２まで狭小にする。幅の狭小化は、その領域
内の血管が動かなければならない引込め量を軽減することになる。望ましい幅の狭小化は
、装置の強度を殆ど低下させずに行なわれ、それは構造的一体性、特に、スリーブを挿入
する間の軸方向圧縮に対する抵抗性は、２つのスリーブが互いに接続される箇所である、
遥かに厚い中央部分によって支えられるからである。好ましくは、中央部分は、管の肉厚
の２倍である厚さとすることができる。
【００３２】
　更なる１つの代替例として、図９は、案内スリーブ組立体１９０には、異なる伸延高さ
、側方伸長距離又はスパイクパターンを有する取り外し可能なバレルハウジング又は先端
１９１を設けることができることを示す。バレル先端は、また、異なる直径を有するイン
プラントを配置することに相応する異なる直径を有するものとすることができる。取り外
し可能な先端１９１は、多岐に亙る既知の接続機構の任意のものによって所要位置に保持
することができる。しかし、１つの好ましい実施の形態において、案内スリーブ組立体１
９０は、突起１９４、１９５をそれぞれ有する１対の対向する可撓性の指状体１９２、１
９３を有している。可撓性の指状体における突起１９２、１９３は、取り外し可能な先端
にそれぞれ画成された溝１９６、１９７内に伸びている。挿入する間の先端１９１の基端
方向への動きを制限するため、テーパー付き面１９８は、肩部１９９と、上側案内管の間
の中央部分とに当接状態に係合する。本発明による取り外し可能な先端を使用することは
、特定の用途に合うように互換可能な先端を使用することを許容するのみならず、体内に
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植え込んだ後、外側スリーブを除去することも許容する。先端１０１のみが所要位置にあ
る状態にて、椎間板空間又は脊柱管の後方面を一層容易に視覚化し且つ、アクセスするこ
とができる。
【００３３】
　次に、図１０及び図１１を参照すると、殆どの点にて、図６の外側スリーブ１００と同
様である二重バレル案内スリーブの更なる実施の形態が図示されている。図１２の更なる
実施の形態は、案内スリーブ１００がスリーブの各々に対し単一の細長い観察窓のみを有
する点にて図６の実施の形態と相違する。二重バレル案内スリーブ１５０において、スリ
ーブの各々は、上面に２つ及び下面に２つの合計４つの窓を有している。このように、図
１０に示すように、窓１５２、１５４、１５６、１５８は、外科医に対し、作用通路の各
々の大部分に沿って視覚化する機会を提供する。案内スリーブ１５０の後側部は、同様の
形態を有している。
【００３４】
　案内スリーブ１５０は、外側スリーブ１００と同様の仕方にて使用される。１つの好ま
しい実施の形態において、外側スリーブ１００には、装置の少なくとも一側部に配置され
た４つの窓の全てを覆うのに十分な長さ１６２を有するカバー１６０が設けられている。
カバー１６０は、窓を通じて作用通路に侵入して、作用通路内での工具の操作、挿入又は
除去によって損傷される可能性のある組織の損傷を防止するために設けられる。カバー１
６０は、該カバーを通じて直接、視覚化できるように透明とし、又は、カバーは、不透明
とし、視覚化の前に、カバーを再配置しなければならないようにすることが考えられる。
カバーは、一側部にて全ての窓を覆うように伸びるのに十分な長さ１６２を有し且つ、基
端窓部１５６、１５８又は全ての窓を選択的に覆うようにすることが更に考えられる。特
に、窓を覆うように前方に動くとき、組織への損傷を防止するため、前縁部１６３にはテ
ーパーが付けられている。テーパー付けすることは、組織を案内スリーブ外に且つ、案内
スリーブから離れるように付勢するはずである。更に、カバー１６０は、対の案内スリー
ブの間の輪郭外形に実質的に従う窪み１７１を有する。
【００３５】
　その他の取り付け機構とすることも考えられるが、図１１に示すように、カバー１６０
は、カバー１６０を通じて下側鳩の尾形状部分１７２に接続された保持ピン１７０により
所要位置に保持されている。鳩の尾形状部分１７２は、案内スリーブ１５０の外側本体に
画成された溝１６８、１６９により画成された鳩の尾形溝に沿って摺動可能である。
【００３６】
　図１０及び図１１には、外側スリーブ１５０の複数の窓を摺動可能に且つ、選択的に覆
うカバーの１つの実施の形態が図示されている。図１２から図１６ｂには、二重バレル管
の１つにおける下方の窓を露出させ得るように変位させることのできるカバーの更なる実
施の形態が図示されている。更に、カバーは、二重バレル組立体と共に使用し得るように
開示されているが、これらカバーは、不必要に改造せずに、単一管の案内スリーブと共に
使用することが考えられる。更なる実施の形態において、１つのバレルにおける作用通路
及び観察窓は、カバーが交番的なバレル上の所要位置に止まる間、露出させることができ
る。
【００３７】
　図１２を参照すると、部分円筒状カバー１８２は、下方の観察窓を覆う寸法とされた細
長い部分１８３、１８５から成っている。細長い部分は、外管及び案内部分１８８の外側
の周りを伸びる寸法とされたコネクタ１８４、１８６により案内スリーブの上に保持され
ている。コネクタ１８４、１８６は、図１２に示したものと同一の案内スリーブの反対側
にてカバー部分と係合するようにすることも考えられる。カバー１８２は、相互に接続さ
れた細長い部材１８３、１８５を有するものとして開示されているが、カバー１８３、１
８５の各々は、反対側の窓を開けずに、作用管の上面又は下面の窓のみを観察することを
許容し得るよう別個のものとすることも考えられる。
【００３８】
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　図１４から図１６ｂを参照すると、本発明による窓カバーの更なる実施の形態が図示さ
れている。図１４には、図６のものと同様の案内スリーブ組立体５０１の単一のスリーブ
５０２を約２００°覆うカバー５１０が示されている。カバーは、内部通路５１５を有し
且つ、スリーブ５０２に沿って摺動可能である。更なる側面において、カバー５１０は、
骨係合端部５０４に隣接する拡大フランジ５１２を有している。テーパー付き面５１３が
フランジ５１２とカバー５１０の外径部との間を伸びている。図１５ａ及び図１５ｂを参
照すると、カバー５１４は、カバーの前縁部の全体に沿って伸びるフランジ５１６を有し
ている。カバーは、角度部５１７の上で部分円筒状の係止材料内を伸びている。
【００３９】
　角度５１７は約１６０°であり、このため、材料は、円筒状の形状の約２００°の周り
を伸びている。カバー５１０、５１４、５２０は、カバーが案内スリーブに対して回転し
、カバーが回転して窓を露出させるのを許容し得るよう円筒体の周りで２００°以下の角
度だけ伸びる材料を有するような形態とすることができる。このように、カバー５１０、
５１４の場合、フランジは、窓の１つを通ってアクセスすることを許容し得るよう動いた
ときでさえ、容器を案内スリーブから離れた位置に保持する状態を保つことができる。
【００４０】
　図１６ａ及び図１６ｂに示した１つの代替的な実施の形態は、拡大フランジ５１２を備
えていない。カバー５２０は、均一な端部５２４を有し且つ、案内スリーブを受け入れ得
るようにされた内部通路５２２を画成する。しかし、特定の外科手術において、近接する
血管を保護し且つ、これらの血管をその内部に配置された器具と接触する可能性のある案
内スリーブの末端から離れるように付勢するため、フランジを有する実施の形態を使用す
ることが望ましい。カバーを使用しないならば、外側スリーブは椎骨体の表面の形状に適
合せず、これにより、外側スリーブ内の器具と近接する血管とが接触する可能性が生ずる
。このことは、大静脈及び大動脈近くにて手術するとき、特に危険なことである。しかし
、図１７及び図１８に示すように、カバーにおけるフランジは、血管を外側スリーブから
離れるように付勢するリトラクタとして機能する。
【００４１】
　特に、図１７を参照すると、２つの隣接する椎骨Ｖ１、Ｖ２の間の椎間板空間Ｄ内に挿
入されるときの案内組立体５５０が図示されている。血管５６２、５６０が案内組立体５
５０に隣接する位置に配置され、大動脈又は大静脈の一部がグラフ的に表わされている。
カバー５５６、５５８は、それぞれ案内管５５２、５５４に取り付けられている。図１５
ａにより明確に示したカバーにおけるフランジは、血管を案内管から、より重要なことは
、工具が挿入されるであろう作用通路５５３、５５５から離れるように付勢する。血管５
６０、５６２は、椎骨Ｖ1付近にて案内管５５２、５５４に最も近接している。このよう
に、案内組立体の側方伸長部は、全ての適用例において、血管と工具との接触を防止する
のに不十分である。
【００４２】
　次に、図１８を参照すると、椎骨体５９１に隣接して椎間板空間内に配置された案内組
立体５８０の頂面図が図示されている。案内組立体５８０は、中央伸延器５８２と、側方
伸長部５８４、５８６とを有している。スパイク５９０、５９２と椎骨体の骨内に挿入す
ることができる。図面の目的のため、カバー５９６は、第一の案内管の上に配置される一
方、窓部５９３を有する案内管５９５は露出したままである。骨係合端部５９４は椎骨表
面５８９と完全に順応せず、これにより、血管が作用通路内に侵入する可能性が生ずる。
フランジ５９８を有するカバー５９６は、血管５９９を骨係合端部５９４と骨表面５８９
との間の係合状態から付勢して離す。これに反して、血管５９７は、案内管と骨との間の
境界面に隣接する位置に配置され、その結果、血管が骨係合端部５９４と骨表面５８９と
の間の空間を介して作用通路内に侵入する可能性が生ずる。このように、本発明によるカ
バーは、案内組立体の骨係合端部と骨表面との間の境界面から血管を更に引込めるのにも
役立つ。
【００４３】
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　次に、図１９から図２１を参照すると、本発明によるリーマ２００が図示されている。
図２２には、９０°回転させた図１９のリーマ２００が図示されている。リーマ２００は
、その間に樋状部２０５が配置された切削溝２０３を有する切削ヘッド部２０２を備えて
いる。内側通路２０９まで伸びる開口２０４が樋状部２０５に形成されている。一連の開
口２０４が切削樋状部に画成され且つ、内側通路２０９と連通している。切削ヘッド部２
０２の内部は中空であり且つ、内部通路２０９を形成する。内部通路２０９は、長手方向
軸線に対し実質的に平行な側壁を有する第一の部分と、長手方向軸線に対し角度を成して
伸びる側壁により画成された第二の部分とを有している。好ましくは、第二の部分は、容
易な洗浄を許容し得るよう非直角の角度にて伸びるようにする。第二の部分は、軸の外面
に形成され且つ、切削ヘッド部から隔てられた開口２０８に接続されている。開口２０８
は、内部通路２０９を通って動き、開口２０８から出るようにヘッド部２０２を拡孔する
ことにより材料を切削することを許容することが理解されよう。更に、縮小径部分２１１
は、装置を除去する前に、切削工程からの切屑が集まる、軸と外側スリーブとの間の領域
を画成する。この収集領域は、１つの好ましい実施の形態において、長さ２１４を有する
が、この長さは、収集される材料の量を増し得るように拡張することが可能であることを
理解すべきである。この形態は、リーマを除去して収集した切屑をきれいにすることを必
要とせずに、切削工程を完了することを許容する。更に、切屑は、評価のため外側スリー
ブ窓を通じて視覚化することができる。
【００４４】
　縮小径軸２１１は、基端方向にテーパー付き領域２１０まで伸び、該テーパー付き領域
は、より大径の案内部分２１２まで膨張する。テーパー付き領域２１０は、上記に開示し
たように、リーマの軸を挿入し且つ、外側作用スリーブ内で案内することを容易にするの
に役立つ。大径の案内部分２１２は、外側作用スリーブ内に適度に密着嵌めし、装置が回
転するのを許容するが、管内での横方向への移動量を制限し骨内での正確な拡孔を保証す
るような寸法とされている。これにより、リーマ２００は、案内スリーブにより案内する
ことができる。軸２１６は、基端を拡大領域２１２に相互に接続する。
【００４５】
　リーマが協働可能な案内スリーブの縁部を越えて骨内に伸びる深さを表示する一連の番
号２１８が軸２１６に付されている。図１９及び図２０を検討することにより理解し得る
ように、これらの番号は、軸２１６の円周の周りでステップ状に配置した状態で表示され
る。このステップ状の配置は、全ての番号が装置に沿って一列に表示される場合よりも番
号の各々を大きく表示し、好ましい実施の形態において、３倍の大きさで表示することを
可能にする。このように、この配置は、好ましくは１ｍｍの増分量のような装置の僅かな
増分量の調節にもかかわらず、外科医が番号を容易に視覚化することを許容する。装置の
拡孔深さを調節し得るように深さ停止機構（以下に更に説明する）と係合し得るようにさ
れた一連の溝２２１が軸２１６に沿って基端方向に伸びている。Ｔ字形ハンドル又はその
他の型式のハンドルと係合し得るようハドソン型接続部が基端２２０に設けられている。
【００４６】
　次に、図２２及び図２３を参照すると、上述した中空のリーマヘッド部と共に使用し得
るようにされた掃除工具１０００が図示されている。掃除工具１０００は、内部チャンバ
２０９の直径と実質的に適合する直径を有するヘッド部１００２を備えている。掃除工具
１０００は、可撓性部分１００４を有している。可撓性部分１００４は、ハンドル１００
６に接続された軸１００８に接続されている。可撓性部分１００４は、装置がリーマの開
口部２０８を通って入り且つ、端部１０１０が前進するとき、材料をリーマヘッド部の開
放した端部２０１から強制的に押し出すことを許容する。このことは、掃除通路を提供し
ない中空ヘッド部リーマに卓越する改良点である。
【００４７】
　次に、図２４を参照すると、拡孔した骨空間をタッピングするねじタップ２３０が図示
されている。タップ２３０は、切削ヘッド部２３２と、タッピング工程からの切屑を収集
するため外管の間で軸の周りに空間を提供するヘッド部２３２に隣接する縮小径軸２３３



(16) JP 4301944 B2 2009.7.22

10

20

30

40

50

とを有している。テーパー付き面２３４が増大した外径領域２３６まで伸びている。リー
マ２００に関して上記に説明したように、テーパー付き面２３２は、タップ２３０の軸方
向整合状態を維持するため、案内スリーブに対する適度な密着嵌めを提供することにより
、タップを案内スリーブ及び拡大領域２３６内で案内することを許容する。タップ２３０
は、リーマ２００に関して上記に開示したように、増分的にステップ状にした深さ標識２
４０と、ハドソン接続部２４２とを有している。次に、図２５から図２６ｂを参照すると
、軸に接続されたモジュラー切削工具が図示されている。図２５には、カプラー２５４に
よりタップヘッド部２５２に解放可能に結合された軸２５０が示されている。同様に、軸
２５０は、カプラー２５４によりリーマヘッド部２５６に結合されている。図２６ａにお
いて、拡孔ヘッド部２５６は、接続部２５４にて軸２５０から除去することができる。リ
ーマは、ヘッド部の周りに配置された６つのみの切削開口を有する拡孔ヘッド部２５６と
、開口２５８に接続された中空の内部チャンバとを有している。任意の数の既知の接続機
構が使用可能であるが、図２６ｂには、ボール２６２、２６３をリーマヘッド部の溝２６
４、２６５から解放するため軸方向に変位可能なカラー２６０を使用する状態が示してあ
る。軸２５０は、ボール２６３、２６２をそれぞれ保持する開口２７０、２７１を有する
中空伸長部２６８を備えている。カラー２６０は、ボール２６２、２６３を溝２６４、２
６５内に付勢して切削ヘッド部及び軸を互いに係止し得るようにされた縮小径部分２７６
を有している。カラー２６０は、拡大内径部分２７８をボールに隣接する位置に配置して
、これらボールが溝２６４、２６５から非係合状態となり、これにより、切削ヘッド部が
軸から非係合状態となるのを許容し得るように切削ヘッド部から軸方向に変位させること
ができる。多岐に亙る切削ヘッド部に対し同一の機構を使用することができる。
【００４８】
　次に、図２７から図３１を参照すると、上記に開示したような工具の軸及び案内スリー
ブと協働可能な深さ停止機構が開示されている。かかる工具は、非限定的に、リーマ、タ
ップ及びインプラント挿入体を含むことができる。深さストッパ３２６は、ストッパ及び
相互に接続された全ての軸の更なる前進を防止し得るよう外側作用スリーブの基端と係合
し得るようにされた拡大した周縁当接肩部３３０を有している。ストッパ３２６は、スト
ッパ内を伸びる軸の上で深さ標識を視覚化することを許容し得るよう観察窓３２８を更に
有している。ストッパ３２６は、指状体３３４が撓むのを許容し得るよう軸方向に変位可
能である手動のカラー３３２を有している。カラー３３２は、通常、ばね３４２により伸
長した位置に付勢される。
【００４９】
　特に、図２９を参照すると、指状体３３４は、内方に伸びる突起３３６と、外方に伸び
る支承面３３７とを有している。内側突起３３６は、作用工具の工具軸に沿って画成され
た溝２２１（図２０）内に係合可能な形態とされ、支承面３３７は、カラー３３２と係合
可能な形態とされている。更に、指状体の各々は、カラーが前進するとき、カラー３３２
の支承面３４０と係合し、指状体を内方に付勢し得るようにされた外側テーパー付き部分
３３９を有している。引込んだ位置において、カラー３３２の支承面３４０は、テーパー
付き部分３３９から実質的に非係合状態となり且つ、指状体３３４が作用軸（図２０）の
溝２２１から非係合状態となるのを許容することが理解されよう。カラー３３２が図２９
に示した伸長した位置にあるとき、支承面３４０は、指状体の各々の支承面３３７に対し
て当接し、突起３３６を工具の軸の溝２２１内に付勢する。指状体を解放するためには、
支承面３４０がテーパー付き面３３９を越えて動く迄、カラー３３２を矢印Ｒの方向に動
かすことができる。次に、可撓性の指状体は、外方に反発動作することができる。このよ
うにして、ユーザは、ストッパの係止機構を迅速に且つ、容易に非係合状態にし、作用工
具を前進させ又は引込め、ストッパを所望の位置にて再係合させることができる。好まし
くは、カラー３３２の末端３３３は、指状体３３４を越えて伸びて、露出した指状体に外
科スタッフの保護衣服が引掛かる可能性を制限し得るようにする。
【００５０】
　図３０に示した第１の実施の形態において、カラー３３２は、ハウジング部材内に且つ
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、スロット３４４を貫通して伸びる止めピン３４２によりハウジング部材３３４上に保持
されている。止めピン３４２は、カラー３３２がハウジング部材３３４に対して回転する
のを防止する。図３１に示した１つの代替的な実施の形態において、カラー３３２は、カ
ラー３３２が本体３３４に対して変位し且つ、スロット内での僅かな量の回転を許容する
Ｌ字形スロット３４６を画成する。Ｌ字形スロット３４６は、深さストッパ機構を非係合
位置に係止することを許容し、この非係合位置は、工具の軸が深さストッパを通って自由
に動くのを許容することが理解されよう。これは、深さストッパを工具の軸から取り出す
ことを容易にし且つ、深さストッパ機構の制約を受けずに工具を利用するために、幾つか
の場合、望ましい構造である。
【００５１】
　図３２には、溝３６０と、工具の末端が案内スリーブ３７０から出る深さを示す標識３
６２とを有する工具の軸と係合した深さストッパ３２６が示されている。当接肩部３３０
は、更なる動きを防止し得るように案内スリーブと係合する寸法とされている。貫入深さ
は、工具の軸の溝３６０内へ指状体３３６が係合することで画成された多数の位置の間で
調節することができることが理解されよう。この調節は、カラー３３２を軸方向に動かす
ことで容易に行なわれる。工具の軸との係合は、工具の軸における溝３６０の間隔により
示され、このため、ストッパの正確な位置は容易に分かる。工具の軸は、ストッパ機構に
対して回転させ、窓３２８に適宜なその深さ値３６２を表示することができる。
【００５２】
　次に、図３３から図５２を参照しつつ、本発明による案内スリーブ先端又はハウジング
の更なる実施の形態について、案内スリーブハウジングと共に使用可能な方法及び器具と
共に説明する。図３３及び図３４において、案内スリーブハウジング７００は、基端部分
７０２及び末端部分７０４を有している。基端部分７０２は、図３５の案内スリーブ７５
０のような、案内スリーブの末端を受け入れ得る寸法とされた基端チャンバ７０６を画成
する内壁７０３を有している。ハウジング７００は、その各々が末端部分７０４を貫通し
て伸び且つ、基端チャンバ７０６と連通した第一の作用通路ポート７０８及び第二の作用
通路ポート７１０を更に有している。中間壁７１５が第一の作用通路ポート７０８と第二
の作用通路ポート７１０との間を伸びているが、基端チャンバ７０６内には伸びていない
。内壁７０３は、図示するように、楕円形又は長円形の形状を有し、又は、案内スリーブ
７５０の末端を受け入れ得る形態とされた任意のその他の形状とすることができる。作用
通路部分７０８、７１０は、円形の断面を有するものとして図示されている。しかし、そ
の他の形状とすることも考えられる。溝７１２が内壁７０３に設けられており、その目的
については、以下に更に説明する。
【００５３】
　図３６に示すように、末端部分７０４は、脊柱の軸線に対し直交する幅Ｗ１を有してお
り、この幅Ｗ１は、基端部分７０２の幅Ｗ２よりも狭い。縮小した断面積及び狭小な幅は
、幅が狭小でない場合に必要とされるであろうよりも、椎間板空間に隣接する血管の引込
み量を軽減する。図示した実施の形態において、基端部分７０２と末端部分７０４との間
の接続部にて案内スリーブハウジング７００の周りの全体にリップ部７２６が設けられて
おり、これらの部分及びその内部形態の相対的位置を外部に表示する。
【００５４】
　末端部分７０４は、第一の側方フランジ７１４と、対向する第二の側方フランジ７１５
とを有している。中央伸延フランジ７１６は、側方フランジ７１４、７１５の間の中間壁
７１５から末端方向に伸長する。中央伸延フランジ７１６には、その上面７１６ａ上に歯
７１８ａを設け且つ、その下面７１６ｂ上に歯７１８ｂを設けることができる。また、中
央伸延フランジ７１６の側壁７１６ｃ、７１６ｄは、円筒状器具又はそれに並んだインプ
ラントの回転を受け入れ得るように凹状にすることもできる。同様に、側方フランジ７１
４、７１５は、円筒状器具又はそれに並んだインプラントの回転を受け入れ得るようにそ
のそれぞれの中間方向に方位決めした面に沿って凹状に形成することができる。側方フラ
ンジ７１４、７１５の側方外面は、平担とし又は僅かな凸型を有するようにすることがで
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きる。
【００５５】
　案内スリーブハウジング７００は、２つの椎骨体間に伸延高さＨ１を実現し又は維持し
得るように中央伸延フランジ７１６が挿入される椎間板空間Ｄ（図３６）に対する１つの
作用可能な位置を有している。側方フランジ７１４、７１５は、また、少なくとも部分的
に、椎間板空間Ｄ内に伸びている。末端壁７２１は、椎間板空間の両側部に椎骨体Ｖに隣
接して又は該椎骨体Ｖと接触するように配置されている。１つの実施の形態において、側
方フランジ７１４は、上面７１４ａと下面７１４ｂとの間に、高さＨ１よりも低い高さＨ
２を有しており、また、側方フランジ７１５は、上面７１５ａと下面７１５ｂとの間に、
高さＨ１よりも低い高さＨ２を有している。このように、側方フランジ７１４、７１５は
、椎間板空間を伸延させず、主として、周囲の血管及び神経構造体を外科手術中の損傷か
ら保護するために設けられている。また、側方フランジ７１４、７１５は、中央フランジ
７１６と共に、椎間板空間内で伸延させ得るような寸法とすることも可能であると考えら
れる。更に、末端部分７０４には、端部壁７２１から末端方向に伸びるスパイク７２０ａ
、７２０ｂ、７２２ａ、７２２ｂを設けることができる。これらのスパイクは、隣接する
椎骨体の骨内に押し込み、ハウジング及び該ハウジングに取り付けられたスリーブを椎骨
体に対し一定の位置に保持することができる。
【００５６】
　図３５から図３７には、第二のスリーブ７５２に接続された第一のスリーブ７５１を有
する案内スリーブ７５０が図示されている。第一及び第二のスリーブ７５１、７５２の各
々は、基端７５４から末端７５６まで実質的に妨害されずに伸びる、作用通路７６１、７
６２をそれぞれ画成する。案内スリーブ７５０は、工具又は駆動キャップを除去し又は挿
入することにより係合し得るようにされたスリーブ７５１、７５２に形成された上側窓７
６３、７６４を有している。スリーブ７５１、７５２は、また、上述したような下側観察
窓を有することもできる。スリーブ組立体に更に剛さを提供し得るように、カラー７８０
がスリーブ７５１、７５２の周りで基端７５４に隣接して設けられている。
【００５７】
　末端７５６に隣接して、スリーブ７５１、７５２の各々における外縁部の周りの材料の
厚さは薄くされ、案内スリーブハウジング７００をチャンバ７０６内に配置する凹状部分
を提供する。凹状部分は、基端部分７０２が案内スリーブ７５０の側壁を越えて突き出さ
ず、組み立てられた案内スリーブ及び案内スリーブハウジングを提供し、該ハウジングは
、隣接する組織に引掛かり又は組織を取り込む可能性のある突出物を最小にし又は解消す
る滑らかな壁の輪郭外形を有している。案内スリーブ７５０は、第一のスリーブ７５１と
第二のスリーブ７５２との間の接続部に沿って伸びるアクチュエータハウジング７７０を
更に有している。アクチュエータハウジング７７０は、第一のスリーブ７５１と第二のス
リーブ７５２との間の接続部に沿って形成されたアクチュエータ通路を７７８内に引込め
ることができる。アクチュエータ７７２は、アクチュエータハウジング７７０を貫通して
伸び且つ該アクチュエータハウジング内に回転可能に受け入れられる。アクチュエータ７
７２は、その基端にハンドル７７４を有し且つ、その末端に、アクチュエータ７７２から
外方に且つ、案内スリーブ７５０の末端の凹状部分を少なくとも越えて突き出す指状体７
７６を有している。
【００５８】
　案内スリーブ７５０を案内スリーブハウジング７００に取り付けるため、案内スリーブ
７００の末端７５６をチャンバ７０６内に配置する。外科医はハンドル７７４を使用して
アクチュエータ７７２を矢印Ｒの方向に回転させ且つ、指状体７７６を案内スリーブハウ
ジング７００の溝７１２内に配置し、案内スリーブ７５０を案内スリーブハウジング７０
０と係合させる。この形態において、第一の作用通路７６１を第一の作用通路ポート７０
８と整合させ、第二の作用通路７６２を第二の作用通路ポート７１０と整合させる。次に
、案内スリーブ７５０及び案内スリーブハウジング７００を通じて外科手術を完了させる
ことができる。案内スリーブ７５０は、案内スリーブハウジング７００から容易に且つ、
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迅速に除去して外科医に対し椎間板空間Ｄ内の手術箇所を一層見易くすることができる。
案内スリーブ７５０は、案内スリーブ７５０及び案内スリーブハウジング７００を通じて
、その後の手術を完了させるのに必要なように再度取り付けることができる。
【００５９】
　案内スリーブハウジング７００´から基端方向に伸びる案内スリーブ７５０の長さＸ１
と、椎骨体から基端方向に伸びる案内スリーブハウジング７００´の長さＸ２との比は、
約２：１以上とすることが考えられる。１つの特定の実施の形態において、Ｘ１対Ｘ２の
比は約５：１である。その他の実施の形態は、２：１から約１０：１の範囲のような、そ
の他のＸ１対Ｘ２の比とすることが考えられる。
【００６０】
　次に、図３８を参照すると、案内スリーブ７５０に取り外し可能に係合した案内スリー
ブハウジング７００´の別の実施の形態が図示されている。以下に説明する点を除いて、
案内スリーブ７００´は、全体として案内スリーブ７００と同一である。図３８において
、アクチュエータハンドル７７４は、その係合した位置まで回転した状態で示しており、
このため、指状体７７６は、案内スリーブハウジング７００が設けられたような基端部分
７０２´の内壁に形成された溝内に配置されている。案内スリーブ７００´は、中央伸延
フランジを備えていないが、各々が上面７１４ａ´、７１５ａ´と下面７１４ｂ´、７１
５ｂ´との間に伸延高さＨ３を有する側方フランジ７１４´、７１５´が設けられている
。側方フランジ７１４´、７１５´の先端の基端は、椎間板空間内に挿入し易いよう高さ
Ｈ３から縮小した高さまでテーパーを付けることができる。側方フランジ７１４´、７１
５´は、非伸延型側方フランジよりも更に末端方向に伸びて、椎間板空間内への更なる貫
入深さ及び伸延させた椎間板空間に対するより大きい支承支持面積を提供することが考え
られる。案内スリーブハウジング７００´は、１つの作用可能な位置を有しており、この
位置において、側方フランジ７１４´、７１５´は、椎間板空間内に配置され且つ、隣接
する椎骨端板と接触し、末端壁７２１´は、椎間板空間の両側部にて椎骨体に隣接し又は
椎骨体と接触する位置に配置されている。上面７１４ａ´、７１５ａ´には、歯７１７ａ
´、７１９ａ´をそれぞれ設けることができ、下面７１４ｂ´、７１５ｂ´には、歯７１
７ｂ´、７１９ｂ´をそれぞれ設けることができる。これらの歯は、側方フランジを亙っ
て横方向に伸びており、椎骨端板と係合し且つ、案内スリーブハウジング７００´がその
作用可能な位置から動くのに抵抗する。例えば、ギザギザ面、スパイク又は顎状部のよう
な側方フランジにおけるその他の係合手段とすることも考えられる。
【００６１】
　案内スリーブハウジング７００´の別の特徴は、その末端部分７０４´には、別の末端
部分７０４´と連通した作用通路ポート７０８´、７１０´が設けられ、全体として楕円
形又は長円形の作用通路ポートを形成する点である。かかる形態は、脊柱インプラントを
互いに隣接し又は互いに接触する位置に配置し、又は縮小した輪郭外形の器具及びインプ
ラントを使用するため、椎間板空間を準備すべく案内スリーブハウジング７００´を使用
することを許容する。かかる縮小した輪郭外形の器具及びインプラントは、２０００年８
月１０日付けで公開された国際公開ＷＯ／００／４５７０９号及びジェー・ケネス・バー
カス・エム・ディ（Ｊ．Ｋｅｎｎｅｔｈ　Ｂｕｒｋｕｓ，Ｍ．Ｄ．）及びジョン・ディ・
ドルチャック・エム・ディ（Ｊｏｈｎ　Ｄ．Ｄｏｒｃｈａｋ，Ｍ．Ｄ．）による縮小した
輪郭外形の器具による外科手術技術（Ｒｅｄｕｃｅｄ　Ｐｒｏｆｉｌｅ　Ｉｎｓｔｒｕｍ
ｅｎｔａｔｉｏｎ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）という名称の出版物に開示
されている。これら出版物の各々はその内容の全体を参考として引用し本明細書に含めて
ある。
【００６２】
　次に、図３９を参照すると、案内スリーブハウジング７５０´に隣接し且つ、案内スリ
ーブハウジング７５０´に取り付ける前の１つの代替的な実施の形態の案内スリーブ７５
０の斜視図が図示されている。以下に論ずる点を除いて、案内スリーブ７５０´は、案内
スリーブ７５０と同一である。案内スリーブ７５０´は、その末端から伸びる中央伸延部
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材７９０´を有している。中央伸延部材７９０´は、第一のスリーブ７５１´と第二のス
リーブ７５２´との間の中央に配置することができ、また、案内スリーブ７５０´が係合
したとき、案内スリーブハウジング７００´を通じて配置可能である。
【００６３】
　中央伸延部材７９０´は、上側伸延面７９０ａ´と下側伸延面７９０ｂ´との間に椎間
板空間を伸延させるのに十分な高さＨ１を有している。中央伸延部材７９０´は、また、
椎間板空間を双側方作用空間に分離し且つ、椎間板空間内で外科手術が行われるとき、隣
接する椎骨を伸延させ且つ、その伸延状態を保つ。伸延側方フランジ７１４´、７１５´
と組み合わせて使用されるとき、伸延した椎骨を支持する表面積は、１つ又は２つの伸延
部材又はフランジのみを有する実施の形態と比べて増大する。中央伸延部材には、また、
上側伸延面７９０ａ´に歯７９１ａ´を設け且つ、下側伸延面７９０ｂ´に歯７９１ｂ´
を設けることもできる。中央伸延部材７９０´の上側及び下側伸延面の間の側壁は、外科
手術用器具及びそれに並んだインプラントの回転を受け入れ得るように凹状にすることが
できる。更なる実施の形態は、伸延せずに、インプラント及び器具を椎間板空間内で案内
し且つ、椎間板空間内で作用空間を分離した状態にのみ保つ中央部材を有する案内スリー
ブとすることが考えられる。
【００６４】
　次に、図４０及び図４７を参照しつつ、本発明によるハウジング挿入体について説明す
る。ハウジング挿入体８５０は、案内スリーブハウジング７００´に関して説明するが、
ハウジング挿入体８５０は、本明細書に記載した任意のその他の実施の形態の案内スリー
ブハウジングと共に使用することも可能であることを理解すべきである。ハウジング挿入
体８５０は、ハンドル８５２と、ハンドル８５２の末端におけるハウジング係合部分８５
４と、ハウジング係合部分８５４の末端にて開放し且つ、ハウジング係合部分８５４及び
ハンドル８５２に隣接し又はハンドル８５２の基端を通って基端方向に伸びる通路８５６
とを有している。ハウジング係合部分８５４は、案内スリーブハウジング７００´の基端
部分７０２´により画成されたチャンバ７０６´に嵌まる寸法及び形状とされている。ハ
ウジング係合部分８５４と、案内スリーブハウジング７００´との間の密着相互嵌めによ
り、剛い組立体が保証され且つ、その間の相対的な動きは最小となる。１つの形態におい
て、ハウジング係合部分８５４は、ハンドル８５２から外方に伸びるボスの形態をしてい
る。
【００６５】
　ハウジング挿入体８５０は、アクチュエータハウジング８７０内に回転可能に受け入れ
たアクチュエータ８７２を更に有している。アクチュエータ８７２は、ハンドル８５２の
基端に隣接する外科医がアクセス可能な位置からハウジングの係合部分８５４まで伸びて
いる。アクチュエータ８７２は、基端のアクチュエータハンドル８７４と、末端の指状体
８７６とを有しており、アクチュエータ８７２は、アクチュエータ７７２に関して上述し
た仕方にて機能し、ハウジング係合部分８５４がチャンバ７０６´内に配置されたとき、
案内スリーブハウジング７００´をハウジング挿入体８５０と係合させる。アクチュエー
タ８７２及びアクチュエータハウジング８７０は、ハウジング挿入体８５０に沿って形成
された樋状部８５８内に引込めてアクチュエータ８７２及びアクチュエータハウジング８
７０が、ハウジング係合部分を案内スリーブハウジング内に挿入するのを妨害するのを防
止することができる。
【００６６】
　図４０から図４６を参照して、本発明に従って案内スリーブハウジングを挿入する方法
及び技術に関して説明する。図４０において、軸８０２を有する中央伸延器８００は、そ
の伸延器の末端先端８０４が椎間板空間Ｄ内に挿入され且つ、椎骨Ｖの端板と接触した状
態にて脊柱の中間線に沿って中央に配置されている。中央伸延器８００は、本明細書に記
載した伸延器の任意のもの又は当該技術分野にて既知の伸延器とすることが可能であるこ
とを理解すべきである。ハウジング挿入体８５０は、案内スリーブ７００´に係合し、通
路８５６を軸８０２の基端の上に配置することにより、組立体を軸８０２の上で前進させ
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る。椎間板空間にアクセスし且つ、伸延器８００を挿入する技術の一例は、その内容の全
体を参考として引用し本明細書に含めたスコット・エッチ・キチェル・エム・ディ（Ｓｃ
ｏｔｔ　Ｈ．Ｋｉｔｃｈｅｌ，Ｍ．Ｄ．）が記載した前方器具導入外科手術技術（Ａｎｔ
ｅｒｉｏｒ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ
）という名称の出版物に記載されている。
【００６７】
　図４１において、ハウジング挿入体８５０及びハウジング７００´は中央伸延器８００
の軸８０２に沿って前進させ、側方フランジ７１４´、７１５´を椎間板空間Ｄ内に及び
隣接する椎骨Ｖに隣接し又は該椎骨Ｖに接触する端部壁７２１´内に配置する。ハウジン
グ７００´に、案内スリーブハウジング７００に設けられたようなスパイクを設けるなら
ば、ハウジング挿入体８５０は、その基端を衝撃してスパイクを椎骨Ｖ内に駆動すること
ができる。特に、側方フランジが伸延高さを有する場合、側方フランジ７１４´、７１５
´を椎間板空間Ｄ内に挿入するためにも衝撃が必要である。
【００６８】
　図４２において、アクチュエータ８７２は、ハウジング挿入体８５０を案内スリーブハ
ウジング７００´から非係合状態とするように回転されている。次に、ハウジング挿入体
８５０は図４３に示すように、完全に除去される迄、軸８０２に沿って基端方向に引き出
す。除去器具等を伸延器８００の基端８０６に取り付け、また、図４４に示すように、伸
延器先端８０４を椎間板空間Ｄから且つ、案内スリーブハウジング７００´を通じて引き
出し、案内スリーブ７００´が椎間板空間Ｄに対するその作用可能な位置に残るようにす
る。次に、椎間板空間内で案内スリーブハウジング７００´と通じて外科手術を行ない又
は、外科医は、案内スリーブ７５０のような案内スリーブを取り付けることができる。図
４５において、案内スリーブ７５０は、末端７５６を案内スリーブハウジング７００´に
隣接するように方位決めされている。図４６において、案内スリーブ７５０は、末端７５
６を基端部分７０２´のチャンバ７０６´内に挿入するために前進している。アクチュエ
ータ７７２を回転させ、指状体７７６を基端部分７０２´の内壁に形成された溝内に配置
する。
【００６９】
　切削、拡孔、タッピング及びインプラントの挿入のような外科手術方法は、案内スリー
ブ７５０を通じて完了させることができる。案内スリーブ７５０を通じてのかかる技術の
例は、上述した前方器具導入外科手術技術（Ａｎｔｅｒｉｏｒ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔａ
ｔｉｏｎ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）に記載されている。本発明の案内ス
リーブハウジングによれば、外科医は、案内スリーブハウジングが椎間板の伸延状態を保
つ間、手術箇所を一層良く視覚化し得るよう案内スリーブを除去することができる。案内
スリーブ７５０以外の案内スリーブを案内スリーブハウジング７００´に取り付けること
ができ、これらスリーブは、上述した縮小した輪郭外形の器具のような互いに連通した作
用通路を有する案内スリーブを含むことを理解すべきである。
【００７０】
　次に、図４８及び図４９を参照すると、本発明の別の側面による回転可能な伸延器９０
０が図示されている。回転可能な伸延器９００は、基端９０４と末端９０６との間を伸び
る軸９０２を有している。基端９０４は、伸延器９００をプーラー、駆動キャップ、挿入
体等に結合する標準的なコネクタ装置を含むことができる。末端９０６は、カラー９０８
及びハウジング係合部分９１０を通じて回転可能に受け入れられた内側軸(図示せず)を有
している。伸延器先端９１６は内側軸の末端に結合されている。伸延器先端９１６は、上
側伸延面９１６ａと、反対側の下側伸延面９１６ｂとを有しており、これらの伸延面の各
々は、歯又はその他の椎骨端板に係合する面を有することができる。伸延器先端９１６は
、ハウジング係合部分９１０の末端方向に伸びており且つ、矢印Ｒの方向に向けて縮小し
た高さ形態(図４８)から伸延形態(図４９)まで回転可能である。
【００７１】
　ハウジング係合部分９１０は、案内スリーブハウジング７００´の内側チャンバ７０６
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´内に嵌まる寸法及び形状とされている。ハウジング係合部分９１０は、ハウジング係合
部分９１０を通って伸びる内側軸にキー止めされた指状体９１４を収容する受け部９１２
を有している。伸延器先端９１６が図４８のその縮小した高さ形態まで回転されたとき、
指状体９１４は、ハウジング係合部分９１０内に引込み、案内スリーブハウジング７００
´は、ハウジング係合部分９１０の周りに配置することができる。伸延器先端９１６を図
４９のその伸延形態まで回転させたとき、指状体９１４は、ハウジング係合部分９１０か
ら伸び且つ、チャンバ７０６´を画成する内壁に形成された溝内に配置され、案内スリー
ブハウジング７００´を回転可能な伸延器９００と係合させる。
【００７２】
　椎間板空間にアクセスし且つ、該空間を回転可能な伸延器９００を挿入するために準備
する技術の一例は、上述した前方器具導入外科手術技術（Ａｎｔｅｒｉｏｒ　Ｉｎｓｔｒ
ｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）に記載されている。案
内スリーブハウジング７００´が図５０に示すように回転可能な伸延器９００に係合した
とき、伸延器先端９１６は、末端部分７０４´を通じて伸び且つ、その伸延形態にある。
伸延器先端９１６は、側方フランジ７１４´、７１５´と共に、椎間板空間Ｄ内に挿入し
、椎間板空間を伸延させ且つ、案内スリーブハウジングを椎間板空間Ｄに対するその作用
可能な位置に配置する。案内スリーブハウジング７００´がその作用可能な位置にあると
き、軸９０２を図５１に示すように方向Ｒ´に向けて回転させ、伸延器先端９１６をその
縮小した高さ形態に動かす。このことは、指状体９１４をハウジング係合部分９１０内に
引込め、回転可能な伸延器９００を案内スリーブハウジング７００´から非係合状態にす
る。図５２に示すように、次に、回転可能な伸延器９００を椎間板空間から引き出し、案
内スリーブハウジング７００´がその作用可能な位置に止まるようにすることができる。
【００７３】
　外科手術は、案内スリーブハウジング７００´を通じて椎間板空間内で行うことができ
、又は、外科医は、案内スリーブ７５０のような案内スリーブをハウジング７００´に取
り付けることができる。切削、拡孔、タッピング及びインプラントの挿入のような外科手
術を案内スリーブ７５０を通じて完了させることができる。案内スリーブ７５０を通じて
のかかる技術の例は、上述した前方器具導入外科手術技術（Ａｎｔｅｒｉｏｒ　Ｉｎｓｔ
ｒｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）に記載されている。
本発明の案内スリーブハウジングによれば、案内スリーブハウジングが椎間板の伸延状態
を保つ間、外科医は、案内スリーブを除去して手術箇所を一層良く視覚化することができ
る。案内スリーブ７５０以外の案内スリーブを案内スリーブハウジング７００´に取り付
けることができ、かかる案内スリーブは、上述した縮小した輪郭外形器具のような作用通
路が互いに連通した案内スリーブを含むことを理解すべきである。
【００７４】
　図面及び上記の説明にて本発明を示し且つ、詳細に説明したが、これは単に一例であり
、特徴を何ら限定するものではなく、好ましい実施の形態のみを示し且つ記載したもので
あり、本発明の精神に属する全ての変更及び改変例が保護されることを望むものであるこ
とを理解すべきである。
【図面の簡単な説明】
【００７５】
【図１】１ａは、本発明による膨張可能なテンプレートの斜視図である。１ｂは、図１ａ
のテンプレートの側面図である。１ｃは、図１ａのテンプレートの正面図である。１ｄは
、図１ａのテンプレートの頂面図である。１ｅは、図１ａのテンプレートの底面図である
。１ｆは、図１ａのテンプレートの係合端部の拡大斜視図である。
【図２】２ａは、膨張した状態にある図１ａのテンプレートの斜視図である。２ｂは、図
２ａのテンプレートの頂面図である。
【図３】３ａは、穿孔器が内部に配置された本発明による膨張可能なテンプレートの別の
実施の形態を示す側面図である。３ｂは、係止機構を示す図３ａの膨張可能なテンプレー
トの頂面図である。
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【図４】４ａは、本発明による案内部材及び穿孔器の斜視図である。４ｂは、図４ａの一
部分の拡大斜視図である。
【図５】５ａは、本発明による伸延器の斜視図である。５ｂは、図５ａの伸延器先端の拡
大正面図である。５ｃは、図５ａの伸延器先端の拡大側面図である。
【図６】本発明の別の側面による案内スリーブ組立体の斜視図である。
【図７】図６の案内スリーブ組立体の正面図である。
【図８】図６の案内スリーブ組立体の側面図である。
【図９】その末端に取り外し可能な先端又はハウジングを有する案内スリーブ組立体の部
分断面側面図である。
【図１０】本発明によるカバーを備える案内スリーブ組立体の斜視図である。
【図１１】図１０の案内スリーブ組立体の端面図である。
【図１２】本発明による案内スリーブ窓カバーの１つの実施の形態を示す正面図である。
【図１３】図１２のカバーが取り付けられた案内スリーブ組立体の正面図である。
【図１４】本発明による別の実施の形態の窓カバーを有する案内スリーブ組立体の係合端
部の斜視図である。
【図１５】１５ａは、窓カバーの側面図である。１５ｂは、図１５ａの窓カバーの端面図
である。
【図１６】１６ａは、本発明による窓カバーの更なる実施の形態の図である。１６ｂは、
図１６ａの窓カバーの端面図である。
【図１７】図１５による窓カバーが配置され、案内スリーブ組立体が隣接する１対の椎骨
体及び血管に対する位置に配置された案内スリーブ組立体の前方から後方に見た図である
。
【図１８】１つの窓カバーのみが配置され、案内スリーブ組立体の一部分が椎間板空間内
に伸びる、案内スリーブ組立体の部分断面正面図である。
【図１９】本発明の別の側面による中空ヘッド付きリーマの側面図である。
【図２０】軸の長手方向軸線の周りで９０°回転させた図１９のリーマの図である。
【図２１】図１９のリーマヘッド部の拡大部分断面図である。
【図２２】図１９の中空のリーマヘッド部と共に使用される掃除工具の側面図である。
【図２３】図２２の掃除工具の頂面図である。
【図２４】本発明によるタップの側面図である。
【図２５】本発明の別の側面による取り外し可能なタップヘッド部を有するタップの側面
図である。
【図２６】２６ａは、本発明の別の側面による取り外し可能なリーマヘッド部を有するリ
ーマの側面図である。２６ｂは、図２６ａの接続機構の部分断面図である。
【図２７】係止指状体を露出させるようにカラーが部分的に引込んだ本発明による深さス
トッパの斜視図である。
【図２８】図２７の深さストッパの側面図である。
【図２９】図２８の線２９－２９に沿った断面図である。
【図３０】カラーが完全に伸長した状態にある図２７の深さストッパの正面図である。
【図３１】本発明による深さストッパの１つの代替的な実施の形態の側面図である。
【図３２】工具の軸と係合した図３１の深さストッパを示す部分側面図である。
【図３３】本発明による別の実施の形態の取り外し可能な案内スリーブ先端又はハウジン
グの基端方向に見たときの斜視図である。
【図３４】図３３の案内スリーブハウジングの末端方向に見たときの斜視図である。
【図３５】図３３の案内スリーブハウジングに取り外し可能に取り付けることのできる本
発明による案内スリーブの斜視図である。
【図３６】椎間板空間に対するその作用可能な位置にある、図３３の案内スリーブハウジ
ングに隣接する図３５の案内スリーブの斜視図である。
【図３７】図３５の案内スリーブ末端の拡大斜視図である。
【図３８】本発明による別の実施の形態の案内スリーブハウジングに取り付けられた図３
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【図３９】図３８の案内スリーブハウジングに隣接し且つ案内スリーブハウジングに取り
付ける前の１つの代替的な実施の形態による案内スリーブを示す斜視図である。
【図４０】椎間板空間内の中央伸延器と、中央伸延器の軸の基端部分に配置されたハウジ
ング挿入体に取り付けられた案内スリーブハウジングとの斜視図である。
【図４１】案内スリーブハウジングを椎間板空間に対するその作用可能な位置に配置すべ
く案内スリーブハウジングが伸延器軸に沿って前進した状態にある、図４０の中央伸延器
、案内スリーブハウジング及びハウジング挿入体の斜視図である。
【図４２】案内スリーブハウジングが椎間板空間に対するその作用可能な位置にあり、ハ
ウジング挿入体が案内スリーブハウジングから切り離され且つ中央伸延器の軸に沿って引
き出された状態にある、図４０の中央伸延器、案内スリーブハウジング及びハウジング挿
入体の斜視図である。
【図４３】案内スリーブハウジングが椎間板空間に対するその作用可能な位置にあり、ハ
ウジング挿入体が中央伸延器の軸から引き出された状態にある、図４０の中央伸延器、案
内スリーブハウジング及びハウジング挿入体の斜視図である。
【図４４】案内スリーブハウジングが椎間板空間に対するその作用可能な位置にあり、中
央伸延器が椎間板空間から引き出された状態にある、図４０の中央伸延器及び案内スリー
ブハウジングの斜視図である。
【図４５】椎間板空間に対するその作用可能な位置にて図４０の案内スリーブハウジング
に取り付けられる前の本発明による案内スリーブの斜視図である。
【図４６】椎間板空間に対するその作用可能な位置にて図４０の案内スリーブハウジング
に取り付けられた本発明による案内スリーブの斜視図である。
【図４７】図４０のハウジング挿入体の末端を示す拡大斜視図である。
【図４８】その縮小高さ形態にある本発明による回転可能な中央伸延器の斜視図である。
【図４９】伸延形態にある図４８の回転可能な中央伸延器の斜視図である。
【図５０】伸延器及び案内スリーブハウジングが椎間板空間に対するその作用可能な位置
にあり、本発明に従って案内スリーブハウジングに取り外し可能に結合された、その伸延
形態にある図４８の中央伸延器の斜視図である。
【図５１】伸延器が縮小高さ形態にあり且つ、案内スリーブハウジングから切り離された
状態にある、図５０の中央伸延器及び案内スリーブハウジングの斜視図である。
【図５２】中央伸延器が案内スリーブハウジングから取り外された状態にある、図５１の
中央伸延器及び案内スリーブハウジングの斜視図である。
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